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( 1 ) 四宮章夫「私的整理の研究Ⅰ」(2015 年) 259 頁以下
( 2 ) 四宮章夫「私的整理における商取引債権の保護」(民事法研究会 2015 年)
690 頁以下
( 3 ) 四宮章夫「私的整理の研究Ⅱ」(2015 年) 128 頁以下
















そこで、本稿では、破産法 265 条から 275 条までに規定された各種破産
犯罪の中から、私的整理のリスクとなり得る蓋然性の高いと思われる、同
































札幌地裁昭和 41. 7. 20判決 (下刑集 8 巻 7号 1021 頁) は、債権者が受動
的立場をこえ、むしろ積極的に自己の側から債務者に働きかけ、債権の弁
済を要求する行為に出たような場合は、共犯としての処罰を免れないもの































対して強い批判が起こり、最高裁昭和 44. 10. 31決定(判時 576 号 92 頁)が、








































( 5 ) 福永有利監修「詳解民事再生法 (第 2版)」(民事法研究会・1999 年) 687
頁 (塩見淳執筆部分) 参照
( 6 ) 法制審議会倒産法部会第 34回会議議事録参照
( 7 ) 大判昭和 10. 3. 13 大刑集 14 巻 223 頁は、債権者による債務消滅行為を受
諾したに過ぎない債権者については、旧破産法 375 条 3 号の過怠破産罪は成
立しないとする。
( 8 ) 大塚仁編「大コンメンタール刑法 5 巻」(青林書院・1999 年) 8 頁 (大塚
仁執筆部分)。竹下守夫編集代表「大コンメンタール破産法」(青林書院・
2007 年) 1135 頁 (高﨑秀雄執筆部分) 参照。他に、大阪地判昭和 49. 5. 31
判タ 316 号 285 頁(後掲最高裁昭和 45. 7. 1判決による差戻後の判決である)
や、最近の事例に関する東京地判昭和 22. 11. 24ウエストロージャパン参照。
( 9 ) さらに旧破産法 374 条は旧商法 1050 条を継受したものとされている (前
掲「大コンメンタール破産法」1143 頁 (高﨑秀雄執筆部分))。
(10) 最判昭和 44. 10. 31判タ 241 号 178 頁(判例批評・桑田連平ジュリスト 442
号 87頁)。東京高判昭和 42. 12. 28判時 527号 84 頁はその原審判決である。
(11) 前掲「詳解民事再生法 (第 2版)」689 頁 (塩見淳執筆部分)
(12) 兼子一外「条解会社更生法第 3 次補訂版 (下)」(弘文社・1998 年) 1074
頁以下参照
(13) 破産犯罪の規定の中に、ドイツ法的思考とフランス法的思考が混合してい
ることについて、霜島甲一「債務の弁済および代物弁済は破産法 374 条第 1
号にいう財産の不利益処分にあたるか」ジュリ 464 号 78 頁以下参照。
(14) 芝原邦爾「破産犯罪 (詐欺破産罪・過怠破産罪)」法律時報 59 巻 2 号 87
頁、滝川幸辰「破産者の代物弁済」民商法雑誌 2 巻 6 号 891 頁以下参照






野清一郎「新訂刑法講義総論」(有斐閣・1948 年) 219 頁参照)。
(17) 小川秀樹編著「一問一答新しい破産法」(商事法務・2004 年) 364 頁。な
お、竹下守夫=藤田耕三編集代表「破産法大系第Ⅲ巻破産の諸相」(青林書
55(458)




(18) 研究会「新破産法の基本構造と実務(第 24回完)」(2007年) ジュリ 1335
号 62 頁 (小川秀樹発言部分)
Ⅲ 破産犯罪






















































平成 16 年法 75 号による改正前の破産法 (以下、旧破産法という) では、
詐欺破産罪については、債務者に関する 374 条と、準債務者 (債務者の法
定代理人、理事またはこれに準ずべき者、並びに支配人) に関する 376 条
と、その余の者に関する 378 条の 3ケ条で規律されていたが、この条文構
成は、先ず、債務者の犯罪であると見る懲戒主義的な発想によるものであ


































































































る行為」に該当するか否かについては、旧破産法 374 条 1 号について、判
例の変遷が見られる。









が現れ、判例上も大阪高裁昭和 40. 12. 17 判決 (判タ 188 号 154 頁) や
前掲・札幌地裁昭和 41. 7. 20判決は上記大審院判例の適用を制限する見解























































































(19) 危険犯である以上、実害の発生を要しない。同旨、福岡高判昭和 47. 1. 24
刑月 4 巻 1 号 4 頁。
(20) 民事再生法 255 条、会社更生法 266 条にも同種の規定が置かれている。




(23) 強制執行免脱罪は、刑法第 5 章「公務の執行を妨害する罪」の中に、96
条ノ 2 (現・強制執行目的財産損壊等の罪) として規定が設けられ、その主
たる法益が、国家作用としての適正な運用を図ることと解されることがある。





(25) 前掲「詳解民事再生法 (第 2版)」696 頁 (塩見淳執筆部分)
(26) 前掲東京地判平成 8. 10. 29。前掲「詳解民事再生法 (第 2版)」687頁 (塩
見淳執筆部分) は、詐欺再生罪について、この立場に賛成する。
(27) 前掲・斉藤秀夫外編「注解破産法 (第三版) 下巻」864 頁 (阿部純二執筆
部分)。
(28) 田口守一「判例批評」警研 42 巻 8 号 (1971 年) 119 頁、松原芳博「犯罪
概念と可罰性」(成文堂 1997年) 303 頁以下。
(29) 大阪地判昭和 47. 3. 14判タ 283 号 327頁は、詐欺破産罪をいわゆる破産原
因罪と理解し、消極説を採った。
(30) 大阪高裁昭和 52. 5. 30判決判タ 357号 333 頁
(31) 前掲「大コンメンタール破産法」1135 頁 (高﨑秀雄執筆部分)
(32) 旧会社更生法 290 条の詐欺更生罪について、前掲「条解会社更生法第 3 次
補訂版 (下)」1083 頁
(33) 前掲「注解破産法 (第三版) 下巻」86 頁 (阿部執筆部分)
(34) 詐欺再生罪について前掲「詳解民事再生法 (第 2版)」688 頁 (塩見淳執
筆部分) は同旨。もっとも、債務者が自己の財産を保持する目的に出る場合
でも、その行為を通じて債権者を害することを意欲し、あるいは動機とする





(36) 前掲・東京高判昭和 42. 12. 28。なお、前掲大判昭和 10. 3. 13 は、破産財団
に属する財産につき信託譲渡を仮装する行為は、財産の隠匿に該当するとし、
東京高判昭和 61. 10. 30高刑速昭和 61 年 198 頁は、第三者に土地を売却し、
その者に真実の権利が存するかの如き外観を作出した上、所有権移転登記手
続請求等の訴訟を提起させたことは、隠匿行為にあたると判断した。
(37) 前掲「大コンメンタール破産法」1143 頁 (高﨑秀雄執筆部分) は積極説
を採るが、前掲「注解破産法 (第三版) 下巻」860 頁 (阿部) 執筆部分は消
極説を採る。




(39) 福岡高判昭和 47. 1. 24刑月 4 巻 1 号 4 頁は仮装の抵当権を設定した事例で
ある。なお、前掲・東京高判昭和 61. 10. 30 は、虚偽の賃借権設定仮登記や
抵当権設定仮登記をなした行為について、旧破産法 374 条 2 号の成立を認め
63(450)
ている。
(40) 前掲・東京高判昭和 42. 12. 28 は、仮装債権者が財産を競売により落札し
た事例でもある。
(41) 前掲「大コンメンタール破産法」1139 頁 (高崎秀雄執筆部分)
(42) 平成 16 年 4月 6日参議院法務委員会議事録
(43) 前掲大判昭和 10. 3. 13 は、破産法により制限されていない相殺は、正当な
権利行使であり、不利益処分には当たらないとする。





(45) 岡山地判昭和 49. 2. 8刑月 6 巻 2 号 145 頁
(46) 前掲・滝川幸辰「破産者の代物弁済」891 頁、加藤正治「破産法研究 (10)」
(有斐閣・1943 年) 330 頁参照。
(47) 判例批評として、綿引紳郎・最高裁判例解説刑事編昭和 45 年度 136 頁、










(51) 前掲・加藤正治「破産法研究 (10)」326 頁参照は、偏頗行為が他の過怠
破産罪と同様に扱われることに疑問を呈していた。
(52) 伊藤眞外「条解破産法」(弘文堂・2010 年) 1732 頁は、破産手続開始後に
破産者が特定債権者に対して弁済する行為は、その違法性が著しいことに鑑
み、破産法 265 条 2項の詐欺破産罪が成立すべく、これを強請した債権者は
その共同正犯となると主張し、伊藤眞「破産法・民事再生法 (第 3版)」746
頁はこれに賛同するが、破産法 266 条に同法 265 条 2項と同様の規定が置か
れなかった以上、立法論は兎も角、解釈論としては困難であると考える。
(53) 大阪地判昭和 42. 2. 24判時 486 号 81 頁
















































(56) 前注 (1)、(2)、(3) に引用の文献参照
66 (447)
